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１  予算編成の考え方 
 

 
平成 17年度予算は、 
新たな「文京区基本構想実施計画」の初年度の予算として、 

 
    『 区民との協働により 

「文の京」の新たなステップを踏み出す予算 』 
 

 と位置づけました。 
 

 

（１）重点施策 

 

    

 

・「『文の京』学ぶ力レベルアップ推進校」 

・「幼保一元化施設のモデル園の設置」 

・「ＩＴ人材育成特区講座」 

・「（仮称）本郷図書館等建設工事」等 

 

 

    

 

・「高齢者エアロビクス事業」 

・「特別支援子育て事業」 

・「虐待発生予防事業」 

・「産業物販展」等 

 

 

    

 

・「安全推進地区補助」 

・「防災ジュニアリーダー育成」 

・「セイフティリフォーム支援事業」 

・「道路アセットマネジメント整備」 

・「安心メール配信システム」等 

○ 創造性を育み夢を実現する教育・文化事業の推進 

○ 誰もがいきいきと暮らせるやさしさと活力のある地域社会の実現 

○ 安全で安心と心地よさを実感できるまちづくりの推進 
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（２）新公共経営の理念に基づく予算編成 

  ＮＰＭ予算編成システムの手法により、各部が主体的に財源確保と組織・事業

の見直しを行い、真に必要な区民ニーズの早期実現に努めました。 

  その結果、新規事業及びレベルアップ事業において約20億円の増となる一方、

事務事業の見直しのほか内部努力の徹底などにより約 12 億円の削減効果が得ら

れました。このうち、人件費の削減効果については、施策の見直し等により約 5

億円となっています。 
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２  予算規模 
 

 
 ○ 一般会計の予算規模は、前年度に比べ 4.8％減の 604億 7,400万円となり
ましたが、減税補てん債の一括償還による影響を除く「実質的な規模」は、

前年度より 13億 6,100万円、2.3％の増となっています。 
 
○ 国民健康保険特別会計の予算規模は、保険給付費の増加等に伴い、前年度

に比べ 1.4％増の 157億 6,400万円となっています。 
 
 ○ 老人保健特別会計の予算規模は、老人保健法の改正による対象年齢の引上

げに伴い引き続き減少し、前年度に比べ 2.2％減の 154億 1,800万円となっ
ています。 

 
 ○ 介護保険特別会計の予算規模は、保険給付費が 2桁の高い伸びを示してい
ることに伴い増加傾向にあります。平成 17年度は、前年度に比べ 13.3％の
増の 112億 7,300万円となり、100億円の大台を超えました。 

 
 

（単位：百万円、％） 

会   計 17年度 16年度 増 減 額 増 減 率 

一 般 会 計 ６０，４７４ ６３，５４７ △３，０７３ △４．８ 

 
減税補てん債一括償還 
による影響額を除く 

５９，８５６ ５８，４９５ １，３６１ ２．３ 

国民健康保険特別会計 １５，７６４ １５，５４８ ２１６ １．４ 

老 人 保 健 特 別 会 計 １５，４１８ １５，７６４ △３４６ △２．２ 

介 護 保 険 特 別 会 計 １１，２７３ ９，９４９ １，３２４ １３．３ 

合      計 １０２，９２９ １０４，８０８ △１，８７９ △１．８ 

重 複 控 除 額 ５，１３７ ４，５９５ ５４２ １１．８ 

差 引 純 計 額 ９７，７９２ １００，２１３ △２，４２１ △２．４ 
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３  歳   入（一般会計） 

 
 
 ○ 特別区税は、納税義務者の傾向や徹底した徴収努力などから、前年度と同

程度の 242億 6,800万円を見込みました。 
 
 ○ 特別区交付金は、市町村民税法人分などの調整三税の伸びが期待できるこ

とから、前年度実績を踏まえ 126億円を見込みました。 
 
 ○ 特別区債及び特定目的基金繰入金は、減税補てん債の一括償還の影響によ

りそれぞれ大幅に減少しました。特別区債については、前年度の借換え分

20 億 700 万円が皆減、特定目的基金繰入金については、一括償還分が前年
度より 24億 2,700万円の減となったことによるものです。 

 
 

（単位：百万円、％） 

区   分 17年度 16年度 増 減 額 増 減 率 

一 般 財 源 ４６，３１０ ４５，１８１ １，１２９ ２．５ 
特 別 区 税 ２４，２６８ ２４，２２１ ４７ ０．２ 
利 子 割 交 付 金 ２５０ ５００ △２５０ △５０．０ 
特 別 区 交 付 金 １２，６００ １１，４００ １，２００ １０．５ 
住民税減税補てん債 ７７５ ８２７ △５２ △６．３ 
財政調整基金繰入金 １，８３４ １，８２１ １３ ０．７ 

 
 
 

そ の 他 収 入 ６，５８３ ６，４１２ １７１ ２．７ 
特 定 財 源 １４，１６４ １８，３６６ △４，２０２ △２２．９ 
国 庫 支 出 金 ４，９８９ ４，８８７ １０２ ２．１ 
都 支 出 金 ２，３１２ ２，４４２ △１３０ △５．３ 
特 別 区 債 ３７０ ２，０９４ △１，７２４ △８２．３ 
特定目的基金繰入金 １，４１８ ３，５９５ △２，１７７ △６０．６ 

 
 
 
 
そ の 他 収 入 ５，０７５ ５，３４８ △２７３ △５．１ 

合   計 ６０，４７４ ６３，５４７ △３，０７３ △４．８ 

 

 

 

 



歳入予算　総額６０４億７，４００万円 率は構成比を表す・（　　　）内は前年度

一般財源
463億1,000万円
76.6%(71.1%)

特定財源
141億6,400万円
23.4%(28.9%)

利子割交付金
2億5,000万円
0.4％　（0.8%）

特別区交付金
126億円
20.8％　（17.9%）

住民税減税補てん債
7億7,500万円
1.3％　（1.3%）

財政調整基金繰入金
18億3,400万円
3.0％　（2.9%）

その他収入
65億8,300万円
10.9％　（10.1%）

国庫支出金
49億8,900万円
8.3％　（7.7%）

都支出金
23億1,200万円
3.8％　（3.8%）

特別区債
3億7,000万円
0.6％　（3.3%）

特定目的基金繰入金
14億1,800万円
2.4％　（5.7%）

その他収入
50億7,500万円 8.4％　（8.4%）

特別区税
242億6,800万円
40.1％　（38.1%）
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－ 6 － 

４  歳    出（一般会計） 

 

 
 ○ 人件費は、「新生文京いきいきプラン」に基づき職員数の見直しを着実に

進めたことなどにより、前年度に比べ 1.3％の減となっています。 
 
 ○ 扶助費は、社会保障関係経費の増加傾向に伴い、前年度に比べ 8.8％の高
い伸びとなり、３年連続の増となっています。 

 
○ 投資的経費は、55 億 7,400 万円で前年度に比べ 33.2％の大幅な増となっ
ています。これは、大塚保育園・児童館耐震補強工事を始め、（仮称）本郷

図書館等建設工事、窪町小学校改築第二期工事、再開発事業助成などを実施

することによるものです。 
 

 
（単位：百万円、％） 

区   分 17年度 16年度 増 減 額 増 減 率 
 義 務 的 経 費 ３２，８５４ ３７，６０６ △４，７５２ △１２．６ 
人 件 費 ２０，２５４ ２０，５１３ △２５９ △１．３ 
退 職 手 当 ９４１ １，２４８ △３０７ △２４．６  

 そ の 他 １９，３１３ １９，２６５ ４８ ０．２ 
扶 助 費 ７，８４４ ７，２１２ ６３２ ８．８ 

 

公 債 費 ４，７５６ ９，８８１ △５，１２５ △５１．９ 
投 資 的 経 費 ５，５７４ ４，１８６ １，３８８ ３３．２ 

性

質

別

内

訳 
 
そ の 他 ２２，０４６ ２１，７５５ ２９１ １．３ 

 議 会 費 ５９８ ６０４ △６ △１．０ 
総 務 費 ９，１１０ ８，０１１ １，０９９ １３．７ 
区 民 費 ２，８０２ ２，８７３ △７１ △２．５ 
産 業 経 済 費 ９１２ ９０７ ５ ０．６ 
民 生 費 ２０，０４６ １９，０９３ ９５３ ５．０ 
衛 生 費 ３，２１５ ３，２９４ △７９ △２．４ 
都 市 整 備 費 ２，８６７ ２，９１２ △４５ △１．５ 
土 木 費 ３，４０６ ３，６４１ △２３５ △６．５ 
資 源 環 境 費 ３，７７０ ３，７８４ △１４ △０．４ 
教 育 費 ８，８９０ ８，１１１ ７７９ ９．６ 
諸 支 出 金 ４，８０８ １０，２６７ △５，４５９ △５３．２ 

 
 
 
目

的

別

内

訳 
 
 
 
予 備 費 ５０ ５０ ０ ０．０ 

合   計 ６０，４７４ ６３，５４７ △３，０７３ △４．８ 



歳出予算　総額６０４億７，４００万円 率は構成比を表す・（　）内は前年度

【性質別内訳】

【目的別内訳】

その他
220億4,600万円
36.4％ (34.2%)

投資的経費
55億7,400万円
9.2% (6.6%) 公債費

47億5,600万円
7.9% (15.6%)

扶助費
78億4,400万円
13.0% (11.3%)

退職手当
9億4,100万円
1.6% (2.0%)

その他人件費
193億1,300万円
31.9%  (30.3%)

議会費  5億9,800万円　1.0% (0.9%)

総務費 91億1,000万円
15.1% (12.6%)

区民費 28億200万円
4.6% (4.5%)

産業経済費　9億1,200万円
1.5% (1.4%)

民生費
 200億4,600万円
 33.2% (30.0%)

衛生費
 32億1,500万円
 5.3% (5.2%)

都市整備費
 28億6,700万円
 4.7% (4.6%)

土木費
 34億600万円
 5.6% (5.7%)

資源環境費
 37億7,000万円
 6.2% (6.0%)

教育費
 88億9,000万円
 14.7% (12.8%)

諸支出金　48億800万円
8.0% (16.2%)

予備費　5,000万円　0.1% (0.1%)

太枠内は
義務的経費

－　7　－
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５  主な増減理由 

 
 
  平成 17 年度の一般会計の予算規模は、前年度に比べ 30 億 7,300 万円の減と
なりましたが、減税補てん債の一括償還による影響額を除く「実質的な規模」

では、前年度より 13億 6,100万円の増となっています。 
これは、ＮＰＭ予算編成システムの手法を用い、限られた財源を創意工夫を

凝らして重点的・効率的に活用した結果であります。 
 

 
                                                                          （単位：百万円） 

項   目 増  減  額 備          考 

新 規 事 業 ３５７ 
『安全対策の推進』『安心メール配信システ

ム』『特別支援子育て事業』『文の京文化発信

プロジェクト』『ＩＴ人材育成特区講座』等 

レ ベ ル ア ッ プ ２３８ 
『避難所運営訓練』『消費生活展』『学童保育

事業』『外国人英語指導員の配置』等 

事 業 の 廃 止 ・ 休 止 △１８２ 
『ごうら荘管理費』『文京授産場の管理運営』

等 

事 業 内 容 等 の 見 直 し △９６ 
『重度心身障害者（児）等福祉タクシー』『区

民大学』等 
内 部 努 力 の 徹 底 △５４９ 

 職 員 給 与 費 の 削 減 △４９９ 

『職員給与費の削減』『ＯＡ機器の借上げ方

法見直し』等 

事 業 の 完 了 に よ る 減 △２３２ 
『グループウェアの導入』『各種調査・計画

策定』等 
そ  の  他  の  増  減 △３，９９７ 
減税補てん債償還経費 △４，４３４ 

 
特 別 会 計 繰 出 金 ５４２ 

 

普 通 建 設 事 業 費 １，３８８ 
『（仮称）本郷図書館等建設工事』『大塚保育

園・児童館耐震補強工事』等の増 
『染井橋架替工事』『小学校冷房化』等の減 

合   計 △３，０７３ 
 

 
（参 考） 

実 質 的 な 財 政 規 模 １，３６１ 
△３，０７３  ―  △４，４３４ 
（合   計） ―（減税補てん債償還経費） 

 

（注：普通建設事業費の増減については、一括して集計した。） 
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（１）主な新規・レベルアップ事業 

 

［新］：新規事業 ［レ］：レベルアップ事業 

（レベルアップ事業の予算額は、レベルアップ分の額） 

 

○ 創造性を育み夢を実現する教育・文化事業の推進        

                                                                   (単位:千円) 

事     業     名 予 算 額 内          容 

新 
施設予約システムの開発・運
用 

50,000
インターネットを利用して施設予約等ができ
るように、システムの開発及び運用を行う。 

新 
（仮称）本郷図書館等建設工
事 

517,482 （仮称）本郷図書館等の建設工事を行う。 

レ 
子育て支援カウンセラーの派
遣 

3,229 カウンセラーを 1人から 2人に充実する。 

レ 外国人英語指導員の配置 3,403
対象を小学校 1～2 年生まで拡大するととも
に、時間数を充実する。 

新 
「文の京」学ぶ力レベルアッ
プ推進校 

7,032
プレゼンテーションにより決定した 5校が、児
童・生徒の学力向上を図る企画を実施する。 

新 特別支援教育モデル校 565
新しい心身障害教育制度である特別支援教育
の体制整備及び方向性の確立を図るため、研究
モデル校を設置する。 

新 幼保一元化施設の整備 195,376
幼保一元化施設のモデル園を設置し、園児募集
を行う。 

新 文の京文化発信プロジェクト 323
文の京の文化発信に相応しい全国規模の文化
事業を企画する団体と協議して、区民の文化・
芸術・教育活動への参加の機会を提供する。 

新 ＩＴ人材育成特区講座 10,776

構造改革特区による国家資格の取得要件緩和
により、「初級システムアドミニストレータ」
及び「基本情報技術者」の資格取得の講座を開
設する。 

 

 

○ 誰もがいきいきと暮らせるやさしさと活力のある地域社会の実現        

                                                                   (単位:千円) 

事     業     名 予 算 額 内          容 

新 産業物販展 1,790
区内産業のＰＲの場として、出展者の自主的な
運営による「産業物販展」を開催し、物販を中
心とした展示・実演を行う。 

新 印刷製本業次世代幹部育成塾 523
区内印刷製本企業に勤務する若手社員を対象
に、将来の経営幹部を育成するための講座を開
催する。 

レ 
心身障害者（児）自立生活訓
練施設運営（短期保護事業） 

2,286
利用時間の最少単位を 4時間とし、以後 1時間
単位で利用できるよう変更するとともに、利用
上限時間の引上げを行う。 
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事     業     名 予 算 額 内          容 

レ 学童保育事業 3,207 駒本小学校内に新たに育成室を開設する。 

新 特別支援子育て事業 7,465
障害児の保護者が、昼間不在となる場合等に、
授業終了後に遊びと生活の場を提供し、子育て
を支援する。 

新 病後児保育事業 7,558
病気回復期等のため、集団保育が困難な児童
（生後 4か月～小学校 3年生）の保育を、医療
機関に委託して実施する。 

新 高齢者エアロビクス事業 671
概ね 65 歳以上の高齢者向けのエアロビクス教
室を実施する。また、受講者の中から指導者の
育成を行う。 

レ 老人保健医療費の通知 1,197
老人医療受給者に対する医療費通知内容の充
実を図る。 

新 
高齢者介護予防体操指導者の
養成 

292
高齢者の介護予防の一環として、体操指導者を
養成する。 

新 歯科医療連携推進事業 3,765
毎週土曜日の午後、障害者等の歯科相談や地域
のかかりつけ歯科医等への紹介業務を行う。 

新 虐待発生予防事業 980
乳幼児検診時に、虐待防止スクリーニングを行
い、養育力の不足した家庭を早期に発見し、適
切な支援を行う。 

新 
福祉作業所法内化に伴う改修
工事 

198,008
福祉作業所を知的障害者福祉法に基づく通所
授産施設に改修する。 

 

 

○ 安全で安心と心地よさを実感できるまちづくりの推進        

                                                                   (単位:千円) 

事     業     名 予 算 額 内          容 

新 安全対策推進経費 3,710
安全・安心まちづくり条例に基づき、推進に向
けた施策を行う。 

レ 避難所運営訓練 238 訓練回数を 9回から 16 回に増やす。 

新 
セイフティリフォーム支援事
業 

5,480
避難路沿道の木造建築物等の耐震改修補助を
実施する。 

レ 不燃化促進事業建替助成 18,800 建替助成件数を増やす。 

レ 文の京ロード・サポート 434
道路維持や整備計画の策定を区民との協働で
実施する路線数を 3 路線から 5 路線に拡大す
る。 

新 
道路アセットマネジメント整
備 

27,000
道路の状態を客観的に把握・評価し、ライフサ
イクルコストを考慮した最適な道路の更新及
び維持管理を計画的に行う。 

新 自転車散歩ガイドマップ作成 840
サイクルステーションで配布する自転車散歩
ガイドマップを作成する。作成にあたっては、
ＮＰＯに委託する。 
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事     業     名 予 算 額 内          容 

新 安全・安心な公園づくり 15,639
より安全・安心な公園にするため、夜間照明の
照度アップ、夜間・休日の巡回、放置物の撤去
作業を行う。 

新 だれでもトイレづくり 17,000
既存のトイレを、高齢者、身体障害者及び子ど
も連れなど、全ての人が利用可能なバリアフリ
ー対応のトイレに改修する。（六義公園） 

レ 公園ガーデナー 143 植栽場所を拡大する。 

新 
大塚保育園・児童館耐震補強
その他改修工事 

330,217
大塚保育園（児童館・育成室併設）の耐震補強
工事を行う。工事期間中は、仮園舎を設置する。

新 安心メール配信システム 10,000
児童生徒の安全に係わる緊急情報を迅速かつ
的確に伝達するため、区内小・中学校から保護
者の携帯電話等にメールを配信する。 

新 柳町小学校耐震補強工事 104,627 柳町小学校校舎 2棟の耐震補強工事を行う。 

 

 

○ その他        

                                                                   (単位:千円) 

事     業     名 予 算 額 内          容 

新 協働・協冶の推進 1,774
「文の京」自治基本条例周知のためのシンポジ
ウム及び説明会を開催する。また、町会、ＮＰ
Ｏ等へのホームページ作成支援を行う。 

レ 平和祈念事業 408
終戦 60 周年を記念して規模を拡大し、「平和の
つどい」を行う。 

新 宿泊施設利用補助 30,050
区民保養所ごうら荘の民営化移行に伴い、利用
者に対して補助を行う。 

レ 消費生活展 966
消費者団体の自主的な運営を進めるとともに、
参加団体・会場の規模を拡大する。 

新 いきいき健康公園づくり 1,000
六義公園内に、バスケットゴール遊具を設置す
る。 

レ 
容器包装プラスチック回収モ
デル事業 

3,649
容器包装プラスチックモデル事業を集合住宅
から一部地域の集積所まで拡大する。 

新 清掃車カッティング車の作製 1,000
清掃車の側面の一部を透明にした車両を作製
し、ごみ減量の意識啓発を図る。 
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（２）主な事業見直し 

  ○ 事業の廃止・休止      

                                                                   (単位:千円) 

事     業     名 削 減 額 内          容 

ごうら荘管理 142,427 民営化により、区の管理業務を廃止する。 

文京授産場 8,732 施設を廃止する。 

地域環境向上促進事業 30,000
該当施設に対する補助終了のため一時休止す
る。 

 

 

  ○ 事業内容等の見直し      

                                                                   (単位:千円) 

事     業     名 削 減 額 内          容 

青少年の社会参加 1,000 ＮＰＯ等に対する補助内容の見直しを行う。 

重度心身障害者（児）等福祉タク
シー 

7,348
一定以上の所得のある受給者に対する補助内
容の見直しを行う。 

私立保育園運営補助 1,728
一時保育事業補助を人件費を基礎とした算定
方法に見直しを行う。 

各種がん検診（子宮がん検診） 13,541 隔年検診への見直しを行う。 

民間共同住宅借上げ事業（区民住
宅、高齢者住宅） 

4,300 借上げ料及び維持管理費の見直しを行う。 

ティームティーチングの導入 2,348 学校数の見直しを行う。 

区民大学 3,392
民間教育機関へ委託する講座内容の見直しを
行う。 

 

 

  ○ 内部努力の徹底    

                                                                   (単位:千円) 

事     業     名 削 減 額 内          容 

退職者不補充 499,327 退職者不補充による職員給与費の削減 

ＯＡ機器の借上げ方法見直し 43,624  
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６  組織及び定数 

（１）主な組織改正 

 

 １ 企画政策部 

      生涯学習・文化行政を総合的に推進する（仮称）文京アカデミー構想の準備を 

行うため、企画政策部副参事を設置する。 

  ２ 総務部 

   防災課を防災安全課に改称する。   

   

３ 介護保険部 

   医療及び介護保険給付の適正化対策を推進する介護保険部副参事を設置する。 

 

 

（２）定数 

  職員定数削減の推移（条例定数） 

（単位：人） 

年度 12 13 14 15 16 17 

条例定数 ２，２０５ ２，１７５ ２，１４３ ２，０９３ ２，０５０ ２，００９

削減数 
 

△２８ 
（注） 

△３０ △３２ △５０ △４３ △４１

（注）：平成１２年度は清掃移管による増（169 人）を除く。 
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